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全国で注目される施策や課題は、地域で暮らす私たち
にどう影響するのか？身近に起きた出来事やトレンドなど、
幅広い分野のニュースを紹介していきます。ネットでもさ
まざまなニュースを紹介しています。

シティライフNEWS　で検索

　市内外へ魅力発信
　ウェブサイトとロゴを作成

中市は、「暮らしの舞台として
豊中が選ばれる」ことを目標と
した「豊中ブランド戦略」を策

定した。市の魅力を市内外に発信するた
めに、「豊中魅力発信サイト」を5月にオー
プンさせた。また、大阪に転勤が決まった
人をターゲットに、子育て環境や交通利
便性など市の特色を紹介した転入者向
けのPR冊子「Re Life」も作成するなど、
同戦略に基づいたシティプロモーション
の取り組みを進めている。
　また、豊中ブランドのあるべき方向性を
示したメッセージ「と、ともに、とよなか」を

豊

田市では今年4月からクレジッ
トカードによる市税納付を開始
した。スマートフォン・タブレット

端末から納付専用の「吹田市税納付サ
イト」にアクセスし、平成29年1月1日以降
に発行の納付書に印字されたコンビニ
収納用欄のバーコードかQRコードをカメ
ラ機能で読み取った後、カード情報を入
力することで納付が可能となる。ただし、

納付金額に応じてシステム利用料が必
要。納付可能な税の種類、利用できるカ
ードブランド、システム利用料、領収証や
証明書の発行など、詳しくは市のホーム
ページを確認。

吹

豊中市と箕面市の
シティプロモーション

危険が潜んでいる 「JKビジネス」～7月は「青少年の非行・被害防止全国強調月間」～ 協力：大阪府警察

　近年、大都市の繁華街を中心に、いわゆる「JKビジネス」と呼ばれ、
女子高校生等によるマッサージや会話、ゲームで楽しませる…などの
接客サービスを売りに、営業を行う店舗が出てきている。
　大阪府内でも「JKリフレ」、「JK散歩」等といった店舗が確認されてい
る。これらは、一見すると何ら問題のないアルバイトに見える場合でも、実
際には「裏オプション」と称して、性的なサービスを提供させる違法な店舗
も存在。女子高校生等が客から児童買春や強制わいせつ等の被害に遭
うなどのケースも確認されている。
　大阪府警では、「JKビジネス」で稼働する青少年に対する街頭補導等
を推進している。

　減り続ける農家や農地が
　全国的な課題に

国的な農業離れに歯止めをか
けようと、国は、農業者を目指す
人に対して就農前の研修や就

農直後の経営確立を支援する給付金を
交付している。また、遊休農地の減少を目
指し、経営規模を拡大する農家に対して
も給付金を交付するなど、さまざまな支援
策を設けている。
　しかし、国の給付金制度は一定以上の
経営規模の農家を支援対象としており、小
規模農家が多い大阪府において、その対
象となる農家は全体の3分の1程度にすぎ
ない。国の施策では対象外となる農空間を
守り、担い手を育てるため、府では2008年
に独自の「都市農業の推進および農空間
の保全と活用に関する条例」を施行。その
中でも「農空間保全地域制度」を条例の
柱の一つに据え、よりきめ細やかに遊休農
地解消に向けた対策を行っている。

　活発な遊休農地対策で　
　大阪の農地減少は緩やかに

例で保全地域に指定された農
地は、府内の約82％にのぼる。
府は各市町村、JA、農業団体

などからなる農空間保全地域委員会を設
置し、農地の貸借、営農条件の改善など
により、遊休農地の解消・防止に取り組ん
できた。また、特に重点的に取り組むべき
区域を「遊休農地解消対策区域」に指定。
この区域では、所有者などに対し実態調
査を実施し、今後の農地の管理について
希望を聞き取るなど、地域の課題に応じた

独自の施策で一定の効果
健闘する
大阪の農業

全

条

全国的に農家の高齢化が進み、担い手不足が深刻化している農業。
農家戸数の減少に伴い農地も減少し、耕作放置されている遊休農地は増加を続けている。
大阪府では現状どうなっているのかを取材した。

吹田市 市税
クレジットカード納付開始

面市は、平成32年度開業予
定の北大阪急行線の延伸事
業（千里中央駅～（仮称）新

箕面駅）で、箕面市の事業負担額を15
億円減額する補正予算を6月議会に提
案した。これは、北大阪急行電鉄株式会
社が、事業費負担を30億円増額すると
決定したため、国と箕面市負担額がそれ
ぞれ15億円減額する。同電鉄は、大阪

大学箕面キャンパスの移転や新文化ホ
ールの整備などまちづくりが具体化した
ことに伴い、鉄道利用の需要増を見込み、
増額を決定した。これにより、箕面市の負
担額は185億円から170億円となった。

箕

北大阪急行線延伸事業
市負担額15億減額に

田市は、市内全小中学校にソ
フトバンクグループの人型ロボ
ット「Pepper」の導入を決定し

た。同市は、ソフトバンクグループが実施す
る、「Pepper」をプログラミング教育や社会
貢献に利用したい自治体に3年間無償で
貸し出す「Pepper社会貢献プログラム・ス
クールチャレンジ」に参加。同グループか
ら「Pepper」100体を借り、今年度から

全市立小中学校に配置している。児童・
生徒が「Pepper」と触れ合うことで、小中
学校のプログラミング学習やコミュニケー
ションツールとして活用し、児童の21世紀
型能力育成を図る。

池

池田市のICT教育
全市立小中にペッパー導入

ローンパイロットの養成校「ドロ
ーンスクールジャパン」が豊中
市（勝部1-5-20）に今年3月開

校した。同校は、国土交通省の管理団体
DPA（一般社団法人ドローン操縦士協
会）の関西初の認定校。天候に左右され
ず、効率的に操縦技術を学べる常設屋内
飛行場を完備する。近年、ドローンの軽量
化と性能の向上に伴い、その手軽さからド

ローンによる事故が後を絶たない。同校では、
ビジネスでの利用や趣味での空撮に、誰も
が安心安全に飛行できるよう、実機を用い
た技能教習や飛行する上で知っておくべき
法律など、幅広い知識を学ぶことができる。

ド

関西初 豊中で開校
屋内ドローンスクール

▲農産物直売所や量販店などで販売されている「大阪産（もん）」。

紺のロゴを基本形とし、「と、ともに、とよなか」の前に、言葉を入れて
オリジナルのロゴマークを作ることができるようにデザイン。

全国的に人口減少が叫ばれるなか、移住人口や観光人口の増加、産業振興など、
地方活性化を目的に各自治体がさまざまなシティプロモーションに取り組んでいる。
今回は、人口増加傾向にある豊中市と箕面市を取り上げる。

対策を実施してきた。例えば、イノシシ被害
が顕著だった茨木市では、荒れてしまって
いた農地に対して耕作放棄地再生利用
推進事業を活用。草刈りや整地などの再
生作業を行い、防護策を設置することで
営農を再開することができた。また、高齢
化などの理由により引き続き農業を行うこ
とが困難な場合は、農家を志す人への農
地のマッチングも行った。こうした取り組み
の結果、2005年まで増加の一途をたどっ
ていた遊休農地は現在横ばいとなり、農
地の減少は緩やかになっている。
　さらに今後は、遊休農地の解消だけでな
く、遊休化が進みつつある農地の未然防
止策、そして遊休化が解消された後の農
地をいかに有効活用し、農作物を作るかと
いう事後策までを検討していく方針だ。地
域の農業を維持・発展させるとともに大阪
の食文化を守るためにも、府は農村地域の
住民や団体とも密に連携しながら協力して、
農地を守る取り組みに力を注いでいる。

　府内では野菜の生産が盛ん
　収穫量全国2位の作物も

の食料自給率は、カロリーを軸
に算出するとわずか1％にとど
まる。しかし府内では、重量の

大きい農産物より野菜など軽くて販売額
の高い農産物が盛んなため、生産額を軸
に算出すると自給率は5％に上がる。この
数字は低く見られがちではあるが、人口が
約880万人と大規模であることを考えると、
生産額・生産量は近畿の他府県と比較し

ても「遜色はない」と府は考えている。
　農業産出額の内訳は、野菜が44％と最
も多く、次いで米（24％）、果実（16％）とな
っている。全国有数の収穫量を誇る野菜
も多数あり、春菊は全国で第2位、ふきや
いちじく、デラウェアは第3位、小松菜も第8
位の生産量を誇る。大阪の農業は1品目
あたりの生産量が少ないが、これらの主
力品目を首都圏や海外へ販路を拡大し、
生産の増加を目指している。また、大阪府
内で生産される農作物などの一次産品
を「大阪産（もん）」、中でも農薬や化学肥
料の使用量を抑えた農産物を「大阪エコ
農産物」として売り出すなど、ブランド化や
地産地消の推進にも取り組んでいる。

　不安定経営から「稼ぐ農」へ
　新規就農者をサポート

国的に担い手不足や農地減少
が深刻化している現状で、府内
の新規就農者の数は目標には

達していないものの、毎年増加傾向にあ
る。特に有機栽培や自然農法など、こだわ
りを持って農業を行う人が多い。ただ、農
家としての定着・自立が十分ではないため、
今後は経営の安定化が課題となる。
　また、直売所の数も増えている。もともと、
家庭内で消費する農作物だけを栽培す
る自給的農家が多かったが、少量でも出
荷ができる直売所が身近に増えたことで、
「おすそわけ」のような感覚で出荷を始
める農家が増えているという。生産者の
顔が見え、新鮮な野菜が手に入る直売
所は、地域の人々のニーズとも合致。
2009年には51億円だった販売金額は
2015年度末には約83億円に、出荷数も
約6,500人から約1万人へと増加してい
る。府では今後、「販売額を増やしたい」

「経営能力を身につけたい」という若手
中堅の農家に向けて、ICTなどの技術を
取り入れつつ「稼ぐ農」のサポートに力を
入れていくという。

　都会も行政との距離も近い
　能勢町での農業

摂エリアにおいてとりわけ広
大な農地を持つ能勢町は、
新規就農者が増加傾向にあ

る。能勢町は「就農者誘致のための特
別な施策は行っていない」と言うが、北
摂地域の農業を管轄する、北部農と緑
の総合事務所の担当者は、「能勢町に
は、もともと農業に適した土壌や篤農家
が備わっているからではないか」と話す。
有機農業などの知識や技術に長けた
農業家のもと、数年研修して就農する
人が多いという。
　実際、8年前に大阪市内から移住して
夫婦で農業を営む植田歩さんは、半年
ほど農業体験をし、以前は会社員をしな
がら週末農業を行っていた。今では、きゅ
うりやレタス、じゃがいもなど60種類ほどを
栽培し、北摂地区を中心に配達も行う。
能勢での農業は「都会に近いので、消費
者と顔を合わせて農業ができる。食べて
くれる人と直接話ができることのやりがい
は大きい」。また、「行政との距離が近く、
相談しやすい空気がある。細かいことも
話せることが嬉しい」。今後は、栽培技術
の向上を目指しつつ、更に取扱い品目を
増やしていきたいと話す。

記載したブランドロゴを作成した。市によ
ると、「ロゴの上部にオリジナルメッセージ
を入れることができるので、市だけでなく、
市民・事業者の皆さんにも活用してもらい、
一緒に豊中の魅力を発信していきたい」
としている。

　子育て世帯を中心に
　独自路線でプロモーション

面市は、2008年の倉田市長
就任時から「子育てしやすさ
日本一」を掲げ、子育て世帯

を中心に定住人口の増加に取り組んでき
た。保育施設の充実や子どもの医療費
助成の対象年齢の拡大、学校教育の充
実など、子育て施策を重点的に充実させ
てきた結果、同市の子どもの数は増加傾
向にある。市の担当者は、「かねてより取
り組んできた住みよいまちづくりがあって
こそ、“シティプロモーション”が活きてく
る」と話す。2009 年には、「箕面を全国に
売り込んでいく」という目的で「箕面営業

課」（現・箕面営業室）を発足、全国の大
企業を中心に市のPR冊子を送ったり、
PRキャラクター「滝ノ道ゆずる」を活用し
て市の認知度を上げるなど、他都市に先
駆け「地道な活動でプロモーションをして
きた」という。今後も、更なる定住促進に
向けて、子育て世帯に選んでもらえるま
ちづくりを進めていく方針だ。

「JKビジネス」に係る各種トラブルに遭った際の相談窓口

「JKビジネス」については、大阪府警察のHPでも公開しています

http://www.police.pref.osaka.jp/05bouhan/hikou/jkbusiness_1.html　

● 24時間対応
　 ・♯9110（警察相談専用窓口）　 ・ 最寄りの警察署
● 月曜日から金曜日までの午前9時から午後5時45分（祝日除く）対応の相談窓口
　グリーンライン　TEL ： 06-6944-7867

「吹田市税納付サイト」

レッスンは2名までの少人数制。ビジネスコースに合格すると
プロのドローン操縦士として様々な場面で活躍できる。

道路を掘り下げ、鉄道構造物を設置するために仮設道路
用の鉄板を設置している様子（写真：箕面市HPより）。

小学生の対象学
年は4年～6年と
している。

ご夫婦で営農する
植田さん。「べじた
ぶるぱーく」という
ウェブショップを運
営し、野菜ジャム
などの加工品販
売も行っている。

箕
多くの写真と読みやすい言葉を用いて豊中市の魅力を発信す
る「豊中魅力発信サイト」。

市内のどこからでも、箕面国定公園へ容易にアクセスできる。都会も
大自然も近いことが箕面市のアピールポイントのひとつとしている。

遊休農地（耕作放棄地）の推移

大阪府の資料をもとに作成

新規参入者の推移

2014年度都道府県別食料自給率

府

全

北

豊能町の遊休
農地を再生させ
た例。再生前
（左）と再生後。

農林水産省のデータをもとに作成

1%
49%
12%
16%
14%
30%

カロリーベース

5%
34%
21%
35%
22%
96%

生産額ベース

884
142
261
554
138
97

人口（万人）

0
2011 2012 2013 2014 2015

50

100

150

200

250

5 13 18 26 34

86

85

58

70

40

57

115

154

205

26

36

75

14
12
31

企業参入
新規就農
準農家

大　阪
滋　賀
京　都
兵　庫
奈　良
和歌山

出典：農林水産省HP資料をもとに作成

1,184 986 1,403
1,696 1,665 1,671

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

（ha）

大阪 兵庫
和歌山 奈良
京都 滋賀


